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○荒井分科員 民主党の荒井聰でございます。 
 大臣、初めて大臣と議論を闘わすわけでございますので、どうぞよろしくお

願いいたします。 
 まず、私たちは昨年の九月にマニフェストというものをつくりました。この

マニフェストの中では、国の形を決めていく国家公務員制度というものを極め

て重視しているという姿勢を打ち出しているところでございまして、「私たちの

めざす社会」ということの中に公務員の早期勧奨退職慣行の是正ということを

うたってございます。 
 その中では、中央省庁においては、現状、五十二から五十三歳で退職してい

く早期勧奨退職慣行があります、定年を前に退職するがゆえに、第二、第三の

就職先として特殊法人や公益法人に天下りしていく側面がございます、このよ

うな早期退職慣行を是正し、定年まで働く意思のある職員については引き続き

勤務できるようにしますということを私たちはうたったわけでございます。 
 このような状況の中で、現在、中央省庁ではどのくらいの勧奨退職があり、

どのようなところに再就職をしているのか、第１種、特に課長職以上の方々に

ついてどのような実態にあるのか、まずお示し願えますでしょうか。 
 
○戸谷政府参考人 公務員制度改革大綱におきまして、公務員の再就職の状況

について透明性を確保するために、この状況について公表制度、平成十二年か

らやっておりましたが、さらに整備をいたしまして、平成十四年八月十六日か

ら平成十五年八月十五日までの一年間、今回、この大綱におきまして、企画官

相当職以上というところまで広げております。その状況でございます。昨年十

二月に取りまとめて公表しております。 
 該当する退職者の総数、千二百八十五人という数字が出ております。再就職

先の区分ごとに見ますと、財団法人が三百八人、約二四％、自営業が二百八人、

一六％、営利法人が百七十六人、一四％ぐらいでございます。それから社団法

人が百四十六人というようなところが多くございまして、これ以外にもいろい

ろな場面に出ておられるということでございます。 
 
○荒井分科員 天下りというと、よく私たちが耳にするのは、関係業界の営利



法人、営利企業に天下りをしているのではないかというふうな思い込みという

か、そんな一般的な理解があるのですけれども、今お聞きしますと、財団法人

それから社団法人で、全体の四割近くがこの分野に集中をしている。 
 この分野はほとんど関係する省庁の管理下にある公益法人ではないかと思う

のですけれども、そこはどうですか。 
 
○戸谷政府参考人 今回の調査では、それぞれの細かい点につきましては各省

の方で公表しておりまして、私どもの方で取りまとめておりますのは、今申し

上げた数字でございます。 
 
○荒井分科員 そのあたりが天下りの一番ポイントになっているんだと私は思

うのですね。営利法人でも、関係省庁とどういう関係の営利法人なのか、天下

りの特色というのはそこに一番端的に出てくるわけですので、その調査をぜひ

次回までにしていただけるように要望しておきます。 
 ところで、次に大臣にお聞きしたいのですけれども、このような早期退職慣

行を是正して、定年まで働く意思のある職員は定年まで引き続き勤務できるよ

うにするということが、私は、公務員制度全体、あるいは一人一人、個人個人

にとっても、あるいは大きな意味では国、そういう形から見ても大変必要だと

いうふうに考えています。 
 政府も同じような考え方から、平成十四年の七月の総理の指示で、早期退職

慣行の是正に取り組んでいるというふうに聞いています。実際にこの総理の指

示によって、これは平成十四年の七月ですから一昨年になりますか、退職年齢

は上がったのかどうか、効果はどうだったのかということをお聞かせ願えます

か。 
 
○麻生国務大臣 御指摘のように、平成十四年七月に小泉総理からの指示を受

けて、同年の十二月のいわゆる閣僚懇談会において、この是正につきましては

基本的な合意が出されたところです。 
 具体的には、１種を通った者の年齢は、平成十五年度から五年間で段階的に

引き上げて、平成二十年度には原則として現状と比べ三歳以上高くすることと

いう形になっております。 
 それを受けまして、この申し合わせに沿って今いろいろ計画的に取り組んで

おるところで、実際どうなったかといえば、平成十三年八月から比べてみます

と、平成十三年八月から平成十四年八月までの平均は五十四・四歳だったもの

が、翌年では五十四・八に、約〇・五上がっております。 
 



○荒井分科員 私は、五年間で三歳まで上げるという目標、これは目標は目標

として実施するわけですから目標としていいんだと思うのですけれども、ただ、

その目標が適正なのかどうかということ。六十歳までに上げていく努力という

のが、この五年間で三歳というのが果たして適正なのかどうか。 
 このあたり、総理がお決めになったことですからいかんともしがたいところ

はあると思うのですけれども、総務大臣としてはいかがでしょうか。 
 
○麻生国務大臣 これは国家公務員制度自体の、いわゆる給与制度の仕組み自

体まで立ち入って考えないと、ただただ定年延長というのではいかがなものか

と思っております。 
 民間は、御存じのように、ある程度行ったらそこで給与上昇はとめて、それ

から先はずっと横に流すとか、いろいろな形にしております。公務員において

も、同じように民間のその種の給与体系を取り入れる等、いろいろな工夫をし

た上で、優秀な方はなるべく長く使うというのは当然のことなのであって、私

としては、優秀な人は六十歳まで使おうとするのもよろしいでしょうし、それ

は何もラインでそうなるからといって、スタッフとしての才能の優秀な方はま

た別の給与体系でやる等々、これは民間でみんなしておりますので、そういっ

たことも考えられないことはないのではないか、私自身はそう思っております。 
 
○荒井分科員 私は、公務員の給与体系をもう少し見直しをしていくべきでは

ないかと。 
 私も役所経験者ですけれども、役所時代で一番働いたというのは課長補佐ぐ

らいですよね。しかし、そこのところでの給与というのと、それから部長クラ

ス、局長クラスになったときの伸び率というのは随分格差があって、そのまま

伸ばしていくと、確かに六十歳まで定年にすれば人件費ばかりかさんでしまう。 
 このあたり、民間はいろいろな工夫をしていると思うんですよね。ある一定

限度のところでとめてしまう、あるいは、ある一定のところで一回雇用体系を

変えてしまうとか、そういうさまざまな工夫がある。ありながら、公務員の、

その人の持っている知識だとかあるいは専門性だとかをどうやって組織の中で

生かしていくのか。これは、公務員制度設計の大きなポイントになっているん

じゃないかと思うんですけれども、そのあたり、大臣、どうですか。 
 
○麻生国務大臣 これは私の担当ではちょっと言いがたいところなんで、公務

員制度改革をやっておられる方の方が適当なんだと思います。 
 民間でも、例えば新聞記者という極端な例がいいかもしれませんが、ジェー

ムス・レストンという、たしかワシントン・ポストきっての敏腕記者の給料は、



私の記憶では、キャサリン・グラハムという社長より一ドル安い。ただし、彼

のポジションはというと、一記者、しかも政治部。ワシントン・ポストの一記

者でありながら、彼の給料。そのかわり、彼はデスクについたことはない、生

涯管理職はなしで、一現場記者だったんですが、このジェームス・レストンが

出てくれば大統領でもしゃべると言われているぐらい。そういった特殊能力と

いうものを評価して、ワシントン・ポストという新聞社はあれだけなものにな

ったんだと思います。 
 いろいろな意味で、やり方というのは、百数十年やってきた官僚制度という

のをそっくりもとからやりかえるというのはなかなかなものだとは思いますけ

れども、少なくとも、今の時代に合わせていろいろな形の新しい試みがなされ

るというのは、僕は、人材を活用するという意味からも正しいと思っておりま

す。 
 
○佐藤（剛）副大臣 委員は農林水産省におかれて、また北海道庁等で大活躍

をされたわけでございますが、私も官僚経験をいたしております。 
 そういう意味で、よいも悪いもよく理解いたしておるところでありますが、

皆やはり、国の、あるいはそれぞれの都道府県のためにということで試験を受

けて、採用されて、そして退職を迎える。そこの中を、どういう形で、いわば

むだなく効率的な観点を含めて進めていくか。公務員改革という問題は、退職

勧奨だけではなくて、民との交流の問題であるとか、その能力をどういうふう

にやるかとか、あるいは先ほど来委員御指摘の天下りの、早期勧奨の是正の問

題とか、非常に多岐にわたる問題だろうと思うんです。 
 そういう長寿社会の中において公務員制度をどうするかということで、私ど

もは、国家公務員の問題を担当する副大臣といたしまして、各界各層の意見、

これは非常に重要なことだろうと思うんです。それを聞き、そして、労働組合

初め、そういうところとの話し合いもいろいろ重ねまして、この問題に取り組

んでいきたい、こういうことでございます。 
 
○荒井分科員 私たちは、マニフェストの中でさらにこう書いているんですね。 
 官僚の天下りを禁止します。民間企業への再就職しか対象になっていない規

制を、平成十七年度中をめどに、特殊法人などの政府関係法人等にまで拡大し

ます。また、政権任期中に、国際労働機関（ＩＬＯ）勧告にもとづいて、一般

の公務員に労働基本権を保障する一方、人事院機能の見直しや公正な人事評価

システムの確立などをすすめ、国民に開かれた公務員制度とします。同時に、

局長以上のポストの民間等からの登用など政治のリーダーシップ確立と政策責

任の明確化を実現します。分権の推進や中央省庁の機能・役割の見直しにより、



国家公務員の省庁間異動や定数削減、高級官僚の手当等の見直しなどを順次す

すめ、四年以内に、国家公務員人件費総額を一割以上縮減する効率的な政府に

改革し、さらに分権の推進等により効率化と縮減を図ります。 
 私、これは、小泉さんが今やろうとしていることととてもよく似ている。た

だし、行革事務局が出されている、大臣認可によって天下りを認めていこうと

いう、そこのところは大変違うんではないか。しかも、私たちは、今の行政に

多くのむだが生じているというのは、特殊法人、あるいは財団法人や社団法人

など公益法人に対する天下りが大きな原因の要素になっているんではないかと。 
 今、社会保険庁の問題がいろいろ取りざたされていますけれども、営利法人

よりも、これらの特殊法人あるいは財団法人などの天下りの方にむしろ大きな

問題があるのではないかと私は認識しているんですけれども、そのあたり、佐

藤副大臣、いかがお考えでしょうか。 
 
○佐藤（剛）副大臣 委員御指摘のように、天下りといいましても、いろいろ

多岐に分かれるわけでございます。 
 営利企業への再就職問題についてどのような形を持っていくか。企業との癒

着が生じないよう、いろいろな形をとっていく。あるいは特殊法人とか公益法

人への再就職について、この問題は行政改革等の一つの大きな課題でございま

すが、これらの法人というのが再就職の安易な受け皿になっているのではない

か、そういう批判があるわけでございまして、そういう点について取り組まな

きゃならぬわけでございます。 
 これを現に、私どもは今、この問題についてどういうふうな仕組みでやって

いこうかと。民間に行く場合、あるいは特殊法人等々、独立行政法人、あるい

は民法の三十四条の公益法人に行く場合、いろいろ多岐に分かれますが、そう

いうことについて取り組んでまいっているわけでございます。 
 
○荒井分科員 きょうは人事院の方おられないので、聞けないんですけれども、

営利法人に行く場合には、関係営利法人は二年間制限されていますよね。公益

法人に対しては、今のところ何の規制もないわけですけれども、このあたりに

ついては、行革事務局、現在の検討状況というのはどうなっているんですか。 
 
○春田政府参考人 お答え申し上げます。 
 今、佐藤副大臣の方からもお話を申し上げましたが、特殊法人とか公益法人、

まさに、それらの法人がいわゆる安易な再就職の受け皿となっているのではな

いか、こういう問題につきまして、特に公益法人についてのお尋ねでございま

す。 



 私ども、公務員制度改革大綱に基づきまして、国が所管するすべての公益法

人につきまして、国家公務員の出身者でありますところの役員、これにつきま

しては、最終官職を公表するということを始めさせていただいております。 
 また、特に国と密接な関係にある公益法人につきましては、これは国から委

託であるとかそういうことを受けている公益法人でございます、こういった公

益法人につきましては、いわゆる役員の報酬であるとか、あるいは退職金でご

ざいますとか、こういったようなものの水準、あるいは年齢の関係で、高齢ま

で働くようなことについては、一定のルールをやはり守っていただく必要があ

るんじゃないかということで、指導、要請をしているところでございます。 
 私ども、こういったルールづくりに関しましては、特殊法人等に限らず公益

法人につきましても、全体的にいろいろと不信にわたらないような形での対応

をしてまいらなければならないというふうに考えてございます。 
 
○荒井分科員 どっちが鶏でどっちが卵かわからないんですけれども、早くや

めさせるので就職先をたくさんつくらないといかぬ、その就職先として、今ま

では社会的に余り批判のなかった公益法人に求めていったという側面があった

んだろうと思うんです。 
 しかし、公益法人そのものが、行政との癒着というか、あるいはむだなもの

を生み出していく一つのポイントになってしまっているという側面があるとい

うことから、私は、国民的な大きな批判の的がここのところに非常にあらわれ

ているのではないか、これを是正するためには、やはり公務員の定年の延長、

早期退職慣行、この制度自体を大きく改めていく必要があるんじゃないかとい

うふうに思っております。 
 さて次に、公務員制度改革そのものについてお聞きをいたします。 
 公務員制度改革について、私、昨年の五月二十七日、もう随分古い時期にな

るんですけれども、小泉総理と笹森連合会長の政労会見、その後の連合幹部と

石原大臣との会談、さらには金子大臣との会談で、政府と連合との協議の場を

設けて協議することになっていたと承知をしております。 
 昨年の六月二十六日の総務委員会において、当時の根本行政改革担当副大臣

に対して、協議の場でしっかりとした議論を尽くし、協議が調うまでは法案を

提出すべきではないということを申し上げ、根本副大臣からは、ちゃんとやり

ますという趣旨の答弁をいただいたところでございます。 
 ところが、先週の二月二十六日の朝日新聞の朝刊によりますと、また、公務

員制度改革関連法案について今国会提出を目指すという記事が掲載されており

ます。政府と連合との間の協議というのが現状どうなっているのか。出すとい

うことは、協議が調ったという意味なのか、あるいは調うという見通しなのか。 



 私は、公務員制度というのは国の形そのものだと思っています。国というの

は行政府のことなんだろう。その行政府を構成する一人一人の制度設計であり

ますから、極めて大きな意味のある、それが拙速になされるということは、私

は、後顧に憂いを残すことになると思うんですけれども、そのあたり、いかが

でしょうか。 
 
○佐藤（剛）副大臣 荒井委員のおっしゃられる、公務員システムが国の姿を

決めるものだというのは全く同感でございます。 
 そういう観点に立ちまして、公務員制度改革をいろいろな面から進めている

わけでありますが、先ほど御指摘がありました朝日新聞の記事で、公務員改革

法案の提出を目指すというお話でございますが、これは、与党の中におきまし

て、御承知のように組織体がございまして、いろいろな議論をいただいており

ます。ただ、私のところには、具体的な方針が決定されたということは承知い

たしておりません。 
 政府としましては、私どもとしましては、引き続き各方面の意見を聞きなが

ら、政府内の関係機関もありますし、今先生御指摘ございました労働関係団体

との、連合との関係の協議、これは、先生の御指摘もあって、公務員制度改革

を進めるに当たっては労働組合との話し合いを重ねるということが非常に重要

であるという立場、これはそういうことで私どもも同じ立場でございまして、

いろいろ有識者初め幅広い関係者の意見を伺ってまいっているわけであります。 
 今、職員団体とどうなっておるかということも御指摘でありましたので、ち

ょっと詳しくなりますが、連合の公務労協との間で、昨年の十月、あるいは本

年になりまして、私どもの金子大臣が会見をされまして、そして、公務員制度

につきまして、幅広いと言った方がいいと思いますが、そういう意見交換を行

っておりまして、この会見の折に、組合の方から政労協議開催ということの要

請があって、金子大臣から、事務的に調整を行いたいという旨の回答を行って

おります。 
 こういう経緯を踏まえまして、数日前、二十六日でございますが、公務労協

と関係行政機関の局長レベルの事務的な打ち合わせが行われたわけであります。

いずれにしましても、今後とも、委員御指摘のように、職員団体と幅広い話し

合いを行って本件に臨みたいと思っております。 
 
○荒井分科員 いずれにしても、公務員制度というのは、私は、一人一人の公

務員が国のために真剣に働く、そういう制度システム、制度設計が大事だと思

うんですね。その場合、現状の評価システムでいいかどうか、公平な人事にな

っているかどうかということを検討していくというのは当然なことだろうとい



うふうに私は思うんですけれども、しかし、民間企業と違って、公務員の人事

評価あるいは能力評価というのは大変難しいですね。何をもって能力とするの

か。 
 結果的には、関係者が、これがその評価基準だというふうなコンセンサスを

得ることが、万人がそうだというふうにみんなで認めるということが一番大事

だと思うんです。働く人も使う人も、あるいはその周りの、給与を払っている

国民、税金を払っている国民全体が、こういうシステムこそ能力の評価につな

がっていくんだ、あるいは制度システムというのはこうあるべきなんだ、それ

を全体が認めていくということが大事だと思うんです。 
 その意味では、一部の人たちだけでつくり上げていくというものではなくて、

関係者全員が同じようなコンセンサスを持っていくということがこの公務員制

度改革にとっては極めて重要だと思いますので、そういう点にぜひ留意をして

いただきたいというふうに思います。 
 あと五分しかなくなりましたので、もう一つ。最近の新聞記事で、ヤフーと

いう大きなプロバイダーの会社でしょうか、ここから大量の個人情報が流出い

たしましたね。これは多くの国民に大変不安を持たれてしまったというふうに

私は思います。 
 ＩＴ社会は、今から三年前になりますでしょうか、当時の森総理が、ＩＴ化

を日本全国で進めるというお話をされて、そのときには日本国民全体がバラ色

の夢を持ったと思うんです。 
 そのとき私は、ＩＴ化には負の側面もある、ある意味では失業を伴う、ある

いは中間管理職が必要じゃなくなるという側面もあるし、あるいはＩＴ化によ

ってさまざまな個人情報というものの流出の危険性もあるということを指摘し

たことがあるんですけれども、まさしくこのヤフーという、業界第一位の会社

なんですけれども、その会社から大量に個人情報が流出してしまった。これは

どういうふうに考えたらいいのか、現状どういうふうにとらえられているのか、

田端総務副大臣にぜひお答えいただけたらと思います。 
 
○田端副大臣 議員御指摘のとおり、今回のヤフーの問題は、非常に予想以上

といいますか、かつてない大量の情報が漏えいしているということにおいては

まことに遺憾なことだと私たちも認識しているところであります。 
 それで、先生おっしゃることは、ではどうするんだということが問題の大き

なテーマになろうかと思いますが、総務省といたしましては、これまでもガイ

ドラインに基づきまして電気通信事業者に対する指導ということは行ってきた

ところでありますけれども、しかし、そういう中でこの事態が発生したという

ことでありますから、これについては今後大変大きな課題を背負ったというこ



とは御指摘のとおりだと思います。 
 それで、実は、電気通信事業における個人情報保護に関するガイドラインと

いうのが平成十年に策定されているわけでありますが、このガイドラインに基

づきまして、情報の改ざん、漏えい防止等の適正な管理、あるいは、アクセス

制限やファイアウオールの設置など技術的な措置、こういうことも考えなけれ

ばならないわけでありますが、このガイドラインの第五条四項におきまして、

情報通信ネットワーク安全・信頼性基準というものが昭和六十二年に告示され

ているわけですが、この基準に基づいて活用すべき、こういうふうになってい

ます。 
 そのネットワーク安全・信頼性基準の中には、また細かく今回の事件に該当

するようなことがすべて規定されておりまして、インターネットへ接続する場

合はファイアウオールを設置して適切な設定を行えとか、あるいは不正アクセ

ス等に関するネットワークの監視機能を設けなさいとか、正当な利用者の識別、

確認を行いなさいとか、こういったことがあるわけでありますが、しかし、今

回、そういう点が守られていなかったといいますか、そこのところにそごがあ

ったということになりますので、この定められている信頼性基準に基づいてよ

り一層実効性を高めていく必要がある、こう考えているところでございます。 
 そして、現在、総務省においては、個人情報保護法が平成十七年四月施行で

ございますから、まだ一年あるわけでありまして、そういう意味で、その間を

どうするかということも踏まえ、また、ガイドラインをこのままでいいのかと

いうことも踏まえ、今、電気通信事業分野におけるプライバシー情報に関する

懇談会というものを立ち上げまして、この一年議論をしていただいているとこ

ろでございます。 
 既に八回議論を行ってきていただいておりますが、そういう中から、ガイド

ラインを見直すかどうか、そしてまた、先生おっしゃるのは、恐らく電気通信

事業に関する個別法をつくったらどうかという趣旨だと思いますが、そういっ

たことも踏まえて、今最終的な議論をしているところでございます。 
 ガイドラインの見直しについては、このままでいいかどうかについては、こ

の夏までにこの懇談会において一定の結論をいただいた上で考えていこう、こ

ういう方向でございますので、よろしく御理解のほどお願いしたいと思います。 
 
○荒井分科員 もう時間が来てしまったんですけれども、大臣、住基ネットを

国は大々的に始めているわけですけれども、一般の国民から見れば、住基ネッ

トもこのヤフーの流出も、同じＩＴ、パソコンの上で載っかって動いていると

いう意味ではどこが違うのか、同じような危険性があるんだなというふうに思

っている人はたくさんいるんじゃないかと私は思うんですね。 



 個人情報というのは、一回抜けてしまうともう取り返しがつかない。そこの

中に載っかっている情報が、今回の場合にはメールアドレスぐらいだったのか

もしれませんけれども、何がこれから載ってくるのか、ますます深まってくる

可能性があるわけですので、それが一回抜けてしまうと取り返しがつかないと

いう意味で、私、法体系の整備、それから技術体系の整備というのはますます

重要になってくるし、また、社会的なこれに対するフォローアップというもの

をどうやっていくのかということも大きな課題としてこの問題は提起している

んではないかというふうに思ってございます。 
 その点、大臣、何かございますか。 
 
○麻生国務大臣 セキュリティーの問題に関しましては、この種のＩＴみたい

な便利なものが出てくれば、これは必ずいいところがあれば悪いところも出て

くる、裏表の世界であるのはもう御存じのとおりなので、当初より、このサイ

バーテロ等々に対します対応は一番の関心事としてやってきたところなんです。

今、住基ネットの話が出ておりましたが、おかげさまで、いろいろ、特別な県

において特別なことを試みている特別な人がいますけれども、今のところ、住

基ネット本体がおかしくなったということだけは全くこれまでありませんので、

その点はうまくいっているんだと思います。 
 いずれにしても、これは、御存じのように、追いかけっこみたいな話ですの

で、今後とも、ここは手を抜かず、最大の関心事として注意を払ってまいりた

いと思っております。 
 
○荒井分科員 終わります。 
 


